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多様な人材の活躍
人権と雇用・労働に関わる責任

日本製紙グループ人権方針P74

人的資本戦略
（日本製紙グループ統合報告書2026 Ｐ.57-61）
https://www.nipponpapergroup.com/csr/npg_ir_2026_57-62.pdf

WEB

　日本製紙は、企業グループ理念の中で、目指す企業像の要件
のひとつに「社員が誇りを持って明るく仕事に取り組む」ことを
掲げています。多様な働き方を実現し、多様な人材が能力を最大
限発揮できる組織づくりを推進し、エンゲージメント（「社員と企
業の双方が成長していける関係」と定義）の向上を図ります。

基本的な方針

「多様な働き方の実現」の目標と実績 P40をご参照ください。

目標と実績

取り組み

雇用・採用に関する取り組みと状況
● �当社グループは、雇用の安定および新規採用の継続に努めて
います。

● �「日本製紙グループ人権方針」に基づいた差別のない雇用・
採用を行っています。

・�面接官のトレーニングにおいて、人種・宗教・国籍・出身地・
性別・学校名などによる差別をしないよう指導

・全ての採用候補者に明確かつ正式に採用過程を伝達

● 操業地域に根差した採用を実施しています。

❶新卒採用・キャリア採用
● �当社では、新卒採用およびキャリア採用に関する情報をウェブ
サイトにて公開しています。

● �多様な人材の確保に向けて、採用チャネルの拡大に取り組ん
でいます。
〈2025年度の取り組み例〉
・�グローバル・アプライ採用（海外志向があり、語学力を備えた
学生を将来の海外勤務候補生として採用する制度）
・リファラル採用（従業員による紹介制度）
・�当社のサステナビリティ経営と、森林価値の最大化を目指すグ
リーン戦略について理解を深めてもらうための講演会の実施
（オープン・カンパニー）
・�当社の技術・製品やビジネスモデルへの理解を深めてもらうた
めの工場見学会・研究所見学会の実施（オープン・カンパニー）
・�当社のプラントエンジニアの実務を体験する機会の提供  
（オープン・カンパニー）

● �総合職採用を中心に、キャリア入社者が当社で円滑なスタート
を切るためにe-ラーニングによる「キャリア採用オンボーディン
グ」を導入しています。入社者・受入側それぞれに共通認識・相
互理解を促す教育を実施し、キャリア入社者の早期活躍に向
けた支援を行っています。

❷障がい者雇用
● �当社の障がい者雇用率は2.77％で、法定雇用率（2.5%）を
達成しています（2026年4月1日時点）。引き続き、各拠点で
雇用率の維持向上を図ります。

● �2030年には2.8%（法定雇用率は2026年7月から2.7%）と
することを目標に掲げています。

● �障がいの特性に配慮した職場配属を実施しています。

● �当社の本社では、採用時のミスマッチを防ぐため、入社前の
職場実習を実施しています。また、入社後の職場定着のため、
入社1カ月、3カ月、6カ月、1年のタイミングで定期フォロー面
談を実施しています。

● �当社の本社では、バリアフリートイレとして、障がい者はもち
ろん、誰でも利用可能なトイレを設置しています。なお、工場
でも、順次バリアフリー化を推進しています。

❸高齢者雇用
● �当社では、定年を迎えた従業員が、意欲と能力に応じて少な
くとも年金受給開始年齢までは働き続けられるよう、最長70
歳までの再雇用制度を運用しています。

● �一般職については、2024年4月より定年を延長し65歳定年と
しています。

https://www.nipponpapergroup.com/csr/npg_ir_2026_57-62.pdf
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❹退職した従業員の再雇用
● �当社では、退職した元従業員がこれまでに培った経験・能
力を活かしてもう一度当社で活躍してもらうためのカムバッ
ク採用制度として「N

に っ こ り

ICORE(Nippon Paper Comeback & 
Re-entry)制度※」を整備しています。
※ �元従業員が再び当社で「働きたい」「働ける」という状態になった時に備えてあらか

じめ人材バンクに登録をしておくと、当社内で求人案件が発生する都度、当社から
人材バンク登録者に対して求人内容の詳細を案内する制度。人材バンク登録にあ
たり退職の理由は不問

❺派遣労働者
　当社での派遣労働者の受け入れ費用は、当社が負担してい
ます。

❻その他雇用関連情報
● �当社では、新規事業や既存事業に関する労働問題についての
リスク評価、およびその対応を実施しています。

● �2025年度、当社でのレイオフの実施はありませんでした。

● �2025年度、当社においてM&Aにより影響を受けた従業員
はいませんでした。

● �当社の2025年度末現在の平均年間給与（賞与および基準外
賃金を含む）は6,920,699円でした。

● �「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」の規定
に基づき算出した、当社の2025年度の正規雇用労働者の男
女の賃金の差異（男性を分母にした女性の割合）は、74.5％で
した。なお、労働者の男女の賃金の差異について、同一労働の
賃金に差はなく、主に男性労働者が従事する交替勤務に対する
手当支給の有無によるものです。

女性活躍の推進
● �女性活躍推進法に基づき、多様な人材がそれぞれの能力を発揮でき、生涯を通じて活躍できる雇用環境の整備を行うため、行動計画
を策定しています。

● �当社は、2022年2月に「えるぼし認定（認定段階２）」を受けました。

女性管理職比率・総合職新卒採用数の推移P55

【2021年度～2025年度の行動計画と実績】
１．計画期間
2021年4月1日～2026年3月31日までの5年間

２．内容　　　　　　　
目標1  �直近３事業年度の平均した１つ下位の職階から課長

級に昇進した男性労働者の割合に対する、直近３事
業年度の平均した１つ下位の職階から課長級に昇進
した女性労働者の割合を80％以上とする。

目標2  ��製造現場を持たない本社部門において、フレックス
タイム制度、時間単位年休制度、在宅勤務制度等の
ダイバーシティ推進のための制度の利用率を男女共に
70％以上とする。

3．実績（2021年度〜2025年度の平均値）
目標1  �97.0%　 目標2  �88.3%

【2026年度～2030年度の行動計画】
１．計画期間
2026年4月1日～2031年3月31日までの5年間

２．内容　　　　　　　
目標1  �総合職キャリア採用における女性割合を40%以上と

する。

目標2  �「女性労働者の継続雇用割合」÷「男性労働者の継  …
 続雇用割合」を80%以上とする。

　　   （※）�継続雇用割合は、10事業年度前及びその前後の
事業年度に採用された総合職（新規学卒者等）の
うち継続して雇用されている者の割合とする。

女性活躍推進法に基づく行動計画
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①自律的な能力開発の支援

● 階層別研修

・�新入社員や主任・主査クラスを対象とした階層別研修を
当社グループと共催

・�本社主催：若年層を対象としたキャリア研修、新任管理職研修

・工場主催：従業員の階層別研修の一部は近隣工場と共催

● 選択型研修

・��集合研修（テクニカルスキル（DX・アカウンティング）、コ
ンセプチュアルスキル、ヒューマンスキル等）

・��通信教育（ビジネススキル、資格・検定、語学、デジタルス
キル等約300講座）

● その他制度

・資格取得奨励金制度

②適材適所の人員配置

・�タレントマネジメントシステム※の構築
※ �従業員の基本情報や能力・経験・保有スキル等のタレント情報を一元管理・可視

化して、戦略的な人材育成・配置につなげるための情報系システム

・「業務・人事希望調査」の実施（全従業員対象、年1回）

・�社内求人に対して自ら応募する人材公募制度の設置

・�工場地元採用者の選抜型教育（コース転換制度※）
※ �工場地元採用者の一般職を対象とした、国内留学制度（学位取得）、マネージャー

育成・登用制度、総合職へのコース転換制度といった、優秀技能者のモチベー
ションの維持・向上を図る制度群

・「社内副業制度※」の設置（2025年度利用実績：27人）
※ �異動を伴わず、興味を持つ別の部署の業務に所定労働時間の2割以内をめどに

携わることができるもので、自分が所属する部署の本業の業務を受け持ったまま
新たな業務への挑戦が可能な制度

・「セルフ・リカレントプログラム」（社内異動により未経験分野へ
のジョブチェンジを行った従業員に対するリスキリング教育）

③グローバル人材の育成

・�希望者を公募し、当社グループ海外拠点を対象とした長期
派遣制度を実施

④現場力の強化

・�2006年度より全工場にて「現場力」を強化するための推進
組織を設定。各現場で継承すべき技術・技能を網羅し、各人
の強みや習得・強化すべき点を分析して重点的に教育する
という仕組みを整え、運用

⑤事業構造転換に対応した人材配置推進のための取り組み

・��一般職の転勤支援制度（工場地元採用者の転居を伴う異動
に対して、特別支度料・特別転勤手当の支給や介護のための
帰省旅費支給等を実施）

・�職種転換手当（工場地元採用者が異動を含めたキャリア形
成を前向きに捉えられるようマインドチェンジを図り、事業
構造転換に貢献いただく労苦に報いることを目的に支給）

⑥ライフプラン設計の支援

・�会社の諸制度や公的制度、生きがい探索、健康管理などにつ
いて理解を促す「ライフプラン研修」や各種セミナーの実施

❹教育・研修の実施
● �当社の2025年度の人事部の管轄する人材開発関係の教
育費用は96,232,555円でした。従業員のうち、それら
の教育・研修の対象者一人当たりの平均教育・研修費用は
54,585円、平均教育・研修時間は12.4時間でした。

人材育成
　当社は、事業構造転換を推し進め成果を創出することに向け
た人的資本への投資として「変化にチャレンジする人材づくり」
に取り組んでいます。各種施策を通じて成長事業の収益力拡大
と基盤事業の競争力強化の源泉となる社員（従業員）を育成す
るとともに、社員（従業員）自身の「キャリアを通じた個々人のス
キル向上・成長実感」を実現します。

❶総合職の採用・育成
　当社では、総合職が目指すべき人物像を「変革を推し進める
リーダー」と定義しています。そのような人材を確保するため、
以下の取り組みを実施しています。

・「新しいことに挑戦し続ける力」「公正に判断し実行できる力」
「周囲を巻き込むチームワーク力」「困難を乗り越えられる強
い精神力」を持つ人材の採用

・新しいことに「挑戦」できるグローバルな視野を持った「自律
型人材」の育成強化

❷リーダー人材の教育体系
　当社では、OJTおよび計画的なローテーションとOFF-JT（階層
別研修、選択型研修など）を通じ、リーダー人材を育成しています。

・�部署内外・関係会社への異動を計画的に行うローテーション
により、幅広い視野を養成

・�OFF-JTでの階層別研修に加え、総合職については海外拠点
への派遣制度も整備

・�管理職登用後もマネジメント等に関する研修を実施

❸人材育成における重点取り組み
　当社では、従業員に公平な学習機会を提供した上で、意欲と
能力のある従業員が一層スキルアップできる仕組みを、以下を
重点として整備しています。
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❶公正な評価・処遇のための取り組み
● �当社では、公正かつ透明な人事考査の一環として以下を実施
しています。

・賃金規則（賃金体系や昇給・昇格の基準など）を従業員に周知

・評価基準・項目の明確化

・�評価基準・結果について上司から本人へフィードバックする
面談を実施（一般職全員が対象、年2回）

・�管理職への登用・昇格審査などにおける、社外専門会社に
よる評価の導入

● �当社では、従業員の成果に応じて賞与が変動する「業績・成
績評定」を取り入れています。

● �当社では、特別な成果を評価するため、社長表彰、工場長・事
業所長表彰、特許社長表彰、優秀技能者社長表彰などの制度
を整備しています。

● �当社では、従業員の成果に対して報奨金を支給する制度を整
備しています。

・�e-カイゼン制度：業務改善のための提案制度。提案の効果
をポイント計算し報奨金を支給

・�発明補償金制度：特許法にのっとり、従業員からの職務発明
の譲り受けに対し、相当の対価を支払い

❷従業員エンゲージメント調査
● �当社では、従業員エンゲージメント調査を2019年度から実施
し、2023年度より2年に1回から年1回実施へ変更しました。

● �本調査を、従業員と企業の双方が成長していける関係をより
強固にするための重要な調査と位置付けています。

● �調査結果を経営層・役職者に報告するとともに、外部コンサ
ルタントのアドバイスも踏まえながら、職場内コミュニケー
ションの増進、教育・研修の充実および労働環境の改善に努
め、事業構造転換のスムーズな実現につなげていきます。

〈直近の取り組み例〉

・�各本部長（経営層）と他部門若手総合職の定期的な懇談（若手
総合職に当社の幅広い事業・業務領域、経営層の考え、成長機
会などを感じ取ってもらい、エンゲージメントの向上を図る）

・�工場ライン管理者を対象としたコーチングスキル研修の実施
（職場環境改善のためのコミュニケーション能力強化）

エンゲージメント調査の結果
（日本製紙グループ統合報告書2026 Ｐ.61）
https://www.nipponpapergroup.com/csr/npg_ir_2026_61-62.pdf
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エンゲージメントの強化 労使関係
● �当社は、国連グローバル・コンパクトに参加しており、国連が
提唱する労働基準「結社の自由・団体交渉権の承認」に関す
る普遍的原則を支持しています。

● �当社および主要な連結子会社において、労働組合を結成して
います。労働組合のない会社でも円満な労使関係を保持して
います。

● �当社は、ユニオンショップ制を採用し、労働協約の対象となる
従業員は100％労働組合に加入しています（労働組合員数：
4,425人（2026年3月末時点））。

● �当社では、「企業の発展と組合員の福祉の向上」という労使
共通の目的のもと、「協約運営専門委員会」「要員対策専門委
員会」などの各種労使専門委員会を設置し、労使間の合意に
基づいて各種施策や労働条件・労働環境改善に取り組んでい
ます。また、毎年2回（春季および秋季）に「労使協議会」を開
催し、経営方針、経営計画、業績動向について労働組合に説
明するなど、労使間の意思疎通を図っています。

● �当社では、労働協約において、業務の都合により組合員を異
動させる時は、本人の希望、健康、技能状況等を公正に考慮し
て行うこととしており、人事異動および組織の変更を行った時
は、労働組合に遅滞なく通知することとしております。

https://www.nipponpapergroup.com/csr/npg_ir_2026_61-62.pdf

